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注
（注１） 2016年度介護労働実態調査によると、介護福祉業界にこの仕事を選んだ理由は「働きがい
のある仕事だと思ったから」52.6％と最も高い数値を示し、次いで、「資格・技能が活かせ
るから」「今後もニーズが高まる仕事だから」「人や社会の役に立ちたいから」といった前向
きな意見が多い。
（注２） 介護福祉業界は拡大し、高齢者福祉施設や在宅介護支援センターも増え、介護関連の対人援
助職者数も増加しているが、他の業種と比較して離職率が高くなっている（介護労働安定セ
ンター 2003「事業所における介護労働実態調査結果」）。稲谷らによる、高齢者福祉先進国
のスウェーデン調査（1991）でも同様の結果で、救急医療スタッフよりも長期的なケアを
提供する介護職において転職の意向が多くなっている。
（注３） 2008年の認知症介護研究・研修センター「施設・事業所における高齢者虐待防止の支援に
関する調査研究事業　調査報告」では、高齢者虐待と思われる行為の原因・理由の31項目
を「利用者側の要因」「職員側の要因」「その他の要因」と分類している。その他の要因10
項目中８項目は、「研修・指導の不足」「業務が多忙」「職員不足」、組織文化の問題（職場の
人間関係、職場の士気の低下、虐待や不適切行為を容認する風潮）と挙げている。職員側の
要因では、虐待に関する知識不足、ケアや認知症ケアに関する専門的な倫理・知識・技術の
不足など。また、神奈川県高齢者福祉施設不祥事事故防止等連絡協議会2010「ぬくもりあ
る質の高いケアをめざして～高齢者施設における人権に関する一斉点検結果検討報告書～」
で報告された主な課題と今後の取り組みの15調査項目は、いずれも組織要因と捉えられる
項目である。
̶ 141 ̶
淑徳大学短期大学部研究紀要第56号（2017.2）
19
（注４） 十分な手続きを踏むことを規定し、たとえば三要件の確認の手続きを「身体拘束廃止委員会」
等のチームで行い、その内容を記録すること、本人や家族に目的・理由・時間・期間等をで
きる限り詳しく説明し、十分な理解と同意が得られた場合に限ること、状況をよく観察・検
討し、要件に該当しなくなった場合はすみやかに身体拘束を解除することが決められている。
（注５） 高齢者虐待防止法の特徴は、①高齢者虐待の初めての定義づけ、②早期発見・対応の重視、
③家庭内の虐待だけでなくサービス事業従事者も対象とする、④高齢者を介護している者の
支援も施策の柱の一つ、⑤財産被害の防止も含まれる、⑥市町村を虐待防止行政の主たる担
い手とする、⑦法施行後に検証を重ねることである。
（注６） デイビスは想像性を認知的尺度にも情動的尺度にも分類し、定まった解釈をしていない。
（注７） 対象施設は東京都内の特別養護老人ホームで、入居者数80名程度、職員数50～60名程度。
介護度平均は3.8で、全体の約７割が介護度４・５で、認知症の症状は９割の方にみられる。
